
２　特別会計

　　令和２年度から公共下水道事業及び漁業集落排水事業が企業会計に移行したことに伴い、

　特別会計の決算額合計は、歳入合計92億157万円（対前年度比（以下同じ）9.0％減）、歳

　出合計90億3,403万円（8.3％減）となりました。

　　国民健康保険事業、水沼診療所、介護保険事業及び後期高齢者医療の各特別会計は、すべ

　て黒字決算となりました。

(1) 歳入決算の状況

4,390,326 47.7 4,683,679 46.3 △ 293,353 △ 6.3

7,772 0.1 7,125 0.1 647 9.1

- - 560,895 5.5 △ 560,895 皆減

- - 123,022 1.2 △ 123,022 皆減

4,234,576 46.0 4,234,867 41.9 △ 291 △ 0.0

 後期高齢者医療 568,900 6.2 502,009 5.0 66,891 13.3

9,201,574 100.0 10,111,597 100.0 △ 910,023 △ 9.0

(2) 歳出決算の状況

4,300,973 47.6 4,599,082 46.6 △ 298,109 △ 6.5

7,434 0.1 7,114 0.1 320 4.5

- - 536,886 5.4 △ 536,886 皆減

- - 119,010 1.2 △ 119,010 皆減

4,158,114 46.0 4,113,101 41.7 45,013 1.1

 後期高齢者医療 567,504 6.3 492,761 5.0 74,743 15.2

9,034,025 100.0 9,867,954 100.0 △ 833,929 △ 8.5

３　企業会計

＜水道事業会計＞

　　　収益的収支は黒字決算となりましたが、資本的収支は収入額が支出額に対し不足したた

　 め、当年度分損益勘定留保資金、建設改良積立金等で補てんしました。

＜工業用水道事業会計＞

　収益的収支は赤字決算となり、資本的収支は収入額が支出額に対し不足したため、当年

度分損益勘定留保資金、建設改良積立金等で補てんしました。

（単位：千円）
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（％）
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 漁業集落排水事業

 介護保険事業

歳出合計



＜市民病院事業会計＞

　収益的収支は黒字決算となりましたが、資本的収支は収入額が支出額に対し不足したた

め、過年度分損益勘定留保資金等で補てんしました。

＜下水道事業会計＞

　収益的収支は赤字決算となり、資本的収支収支は収入額が支出額に対し不足したため、

当年度分損益勘定留保資金、引継金等で補てんしました。

(1) 収入決算の状況（消費税込み）

収益的 1,224,977 16.9 1,262,688 22.7 △ 37,711 △ 3.0

資本的 534,053 7.4 650,340 11.7 △ 116,287 △ 17.9

収益的 158,866 2.2 150,328 2.7 8,538 5.7

資本的 0 0.0 0 0.0 0 -

収益的 4,260,638 58.8 3,375,145 60.8 885,493 26.2

資本的 224,639 3.1 113,472 2.1 111,167 98.0

収益的 491,682 6.8 - - 491,682 皆増

資本的 346,214 4.8 - - 346,214 皆増

合計 7,241,069 100.0 5,551,973 100.0 1,689,096

(2) 支出決算の状況（消費税込み）

収益的 985,286 13.4 914,975 14.9 70,311 7.7

資本的 1,018,508 13.9 1,336,396 21.7 △ 317,888 △ 23.8

収益的 188,082 2.6 187,908 3.1 174 0.1

資本的 45,753 0.6 25,536 0.4 20,217 79.2

収益的 3,437,795 46.9 3,369,509 54.8 68,286 2.0

資本的 702,284 9.6 312,754 5.1 389,530 124.5

収益的 551,897 7.5 - - 551,897 皆増

資本的 403,249 5.5 - - 403,249 皆増

合計 7,332,854 100.0 6,147,078 100.0 1,185,776

　なお、公営企業のすべてにおいて、財政健全化法上の資金不足は生じていません。

　※資金不足比率…公営企業ごとの事業規模に対する資金不足額の割合を示すもの。
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